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While the global economy slumped after the wake of the subprime crisis, China is quickly recovering 
its economy with even greater presence, growing as an influential market as well as a market of many 
investment opportunities. For companies investing in China, the question rise as to what would the 
effective means to gain success in the Chinese market? One of the solutions is a method to leverage 
"Advantages of Taiwan". And in this article, I will reconsider investment in China through utilizing 
such advantages and consider its application on the human resource management. 

 
1. はじめに 

サブプライム問題に端を発したリーマンショック

以降世界経済が減速する中、一早く経済を回復させ

ている中国については、今後の重要マーケットとし

て、ますます注目が集まっている。 
しかし、一方で中国投資は単独ではなかなか難し

いという現実もある。では、その難題をどのように

解決するか。その解決方法の一つに、日本にとって

はお隣の「台湾」の活用がある。これについては、

伊藤信悟の「急増する『台湾活用型対中投資』－対

中投資モデルとしての有効性」1や朱炎の「台湾企業

に学ぶものが中国を制す－中国市場を狙う日本企業

の新たな戦略」2、井上隆一郎等の「アジア国際分業

における日台企業アライアンス：ケーススタディに

よる検証」3等の先行研究がある。 
但し、中国の改革開放当初から日本にとっては中

                                                        
1伊藤信悟「急増する『台湾活用型対中投資』－対中投

資モデルとしての有効性」みずほ総合研究所、2004年。 
2朱炎『台湾企業に学ぶものが中国を制す－中国市場を

狙う日本企業の新たな戦略』東洋経済新報社、2005年。 
3井上隆一郎、天野倫文、九門崇「アジア国際分業にお

ける日台企業アライアンス：ケーススタディによる検

証」交流協会、2008 年。 

国より先に投資先になっていた台湾の活用について

はよく言われていたものの、そもそもの合弁の難し

さや中台の政治関係といった要因もあり、必ずしも

中国投資の主たる方法ではなかった。寧ろ従来の日

系企業の中国投資の多くは、低コストを目指した製

造業の進出が中心であったこともあり、以前からの

友好関係のある台湾企業を持たない場合は、中国の

政策が中国企業との合弁から徐々に外資 100％を認

めて行く過程において、日系企業 100％出資の独資

企業を選択する方が有効だったとも言えよう。 
しかしながら、現在では中国は「世界の工場」か

ら「世界の市場」へ大きく変化している。そうなる

と、中国マーケットへの対応力の問題になるわけだ

が、その点で言うと台湾企業の中国における活躍は

目を見張るものがあり、日系企業でもこれを活用す

ることによって成功をおさめている例も見られる。

また、2008 年台湾において、それまでの独立派とも

言える民進党政権から国民党の馬政権に移行した。

その後、中台関係は急速に回復しており、直行便の

開通に続き、ECFA（Economic Cooperation Framework 
Agreement、相互貿易協定）の締結も目前となり、従

来型の中台関係を想定していると状況を見誤る危険
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性すらある。 
そこで本論文においては、その台湾活用型中国投

資について再考するとともに、日系企業の抱える中

国投資における人的資源管理の問題への応用につい

て考察する。 
 
 

2. 先行研究の考察 
 台湾活用型中国投資については、戦後日本企業が

海外展開を進めて行く過程で地理的、歴史的要因も

あり、直ぐ隣の台湾に早くから進出（戦後日本の海

外直接投資が開始した翌年、かつ台湾の直接投資受

入がはじまった 1952 年と言われている）し、その後

中国が改革開放政策（1978 年）で外資導入に走った

こともあり、一つの有効な方法として語られている。 
 これを最初に体系化したのが、佐藤の「多層経済

発展中的日本・台湾及中国大陸間的投資関係」と言

われている。佐藤は日台合弁や台湾子会社経由の対

中投資のメリット分析の先駆的研究を展開した。4 
 その後伊藤は「急増する『台湾活用型対中投資』

－対中投資モデルとしての有効性」において、各種

の資料より台湾活用型対中投資の出資形態別構成を

以下のとおり整理している。 
  
表 2－1「台湾活用型中国投資」の出資形態別構成5 
 出資形態  ～99 年 00 年～ 合計 
 日台合弁型   70  96 166 
  日台   54  80 134 
  日台＋中国地場  12  11  23 
  日台＋第三国   1   5   6 
  日台＋中＋第三   3   0   3 
 台湾子会社活用型  34  39  73 
  日系のみ   25  34  59 
  日系＋中国地場   9   5  14 
 複合型    3   7  10 
 合計    107  142 249 

                                                        
4佐藤幸人『多層経済発展中的日本・台湾及中国大陸之

間的投資関係』中華経済研究院、1997 年 
5伊藤信悟「急増する『台湾活用型対中投資』－対中投

資モデルとしての有効性」みずほ総合研究所、2004年、

P5。 

 
これを見る限り、①台湾活用型投資は 2000 年以前よ

りも、2000 年以後の方が多いことが解る上、同論文

が 2004 年に発表されていることも加味すると明ら

かに伸びていることが確認できる。また、②台湾活

用型中国投資の中心が日台の合弁形態が最も多く、

次いで台湾子会社活用型であることも明確である。

更に、「『台湾活用型中国投資』を採用すれば、対中

投資が成功するわけではない」と冷静に分析しつつ、

その成功のために、台湾活用型中国投資のデメリッ

ト・コストを合弁先や台湾子会社との意見調整コス

トとし、学習の終焉を上回る経営資源の優位性に磨

きをかけることの重要性を説いた。6  
 そして朱炎は「台湾企業に学ぶものが中国を制す

－中国市場を狙う日本企業の新たな戦略」で、中国

で活躍する台湾企業と中国の市場を狙いつつ苦戦す

る日本企業の状況から、その活路を「日本企業にと

って、数十年の付き合いがある台湾企業は、共同事

業に馴染みがあるため、相互理解がしやすく、経営

手法、企業文化などの面において、中国企業より距

離が近い」7と指摘し、日台アライアンスの有効性を

示すと共に「日本、中国、台湾のビジネス・トライ

アングルが構築できれば、日本企業は経営戦略上で

より多くの選択肢を得ることができる」8と説いてい

る。  
 池島政広、唐恵秋は「日台企業アライアンスによ

る中国市場の開拓に関する実証研究」において、台

湾企業とアライアンスを組んで中国へ進出している

日本企業へのアンケート調査を通じて、日台アライ

アンスで有効なのが、立ち上げ時の行政対応面と人

事・労務管理面であり、営業面への過度の期待は危

険であると説いている。9  
                                                        
6伊藤信悟「急増する『台湾活用型対中投資』－対中投

資モデルとしての有効性」みずほ総合研究所、2004年、

P35‐36。 
7朱炎『台湾企業に学ぶものが中国を制す－中国市場を

狙う日本企業の新たな戦略』東洋経済新報社、2005年、

P229。 
8朱炎『台湾企業に学ぶものが中国を制す－中国市場を

狙う日本企業の新たな戦略』東洋経済新報社、2005年、

P258。 
9池島政広、唐恵秋「日台企業アライアンスによる中
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 更に呉銀澤、劉仁傑は「中国進出における日台企

業の共創の発展」で、単なる国際合弁事業と提携論

を超えて、共創の概念を導入することで、単なるア

ライアンスのメリットだけでなく、あらゆる分野で

の相互の優位性を活かし、より柔軟に協同の範囲を

深化させ、またその規模も拡大させながら市場を創

出し、革新を実現していると説いている。10  
 また、台湾との実務関係維持を目的に設立された

財団法人交流協会では、2007 年に「日台企業アライ

アンス－アジア経済連携への底流を支える」、2008
年に「アジア国際分業における日台企業アライアン

ス：ケーススタディによる検証」が発行されており、

中国はもちろん、他のアジアにも広がる日台企業ア

ライアンスについて研究を進めている。 
しかしながら、各先行研究は主として日台企業間

のアライアンスに特に着目した部分が殆どであり、

そのアライアンスを通じた中国投資等へのメリット

面を指摘しているものが多い。もちろん、この見方

自体に異を唱えるものではないが、少しここで一歩

引いて従来からの中国投資の状況を見ておきたい。  
 「はじめに」でも触れたように、従来の中国投資

は日台企業間のアライアンスを利用したものがある

一方で、多くは中国系企業との合弁形態や日系企業

100％出資の独資形態をとっていた（直接の比較は難

しいものの、2006 年に東洋経済が発行した「海外進

出総覧 2006」では日本企業の中国への現地法人設立

件数は 4404 件に達しており、表 2－1 で示された台

湾活用型中国投資は 249 件と 5％強にすぎない）。こ

こで、まず第一に言えるのは中国の法制度の問題が

ある。最近でこそ 100％外資による進出は多くの分

野で認められるようになったが、改革開放後に最初

に中国がとった政策は中外合弁による外資導入であ

り、技術導入であった（実際に現在外資 3 法と言わ

れる中外合弁企業法、中外合作企業法、外資企業法

のうち、最も古いのは中外合弁企業法であり、100％
外資を対象とする外資企業法はその後制定されてい

る）。ここで気をつけなければいけないのは、中国の

                                                                                              
国市場の開拓に関する実証研究」研究・技術計画学

会 2007 年年次学術大会講演要旨集、P736‐739。 
10呉銀澤、劉仁傑「中国進出における日台企業の共創

の発展」日本経営学会誌第 22 号、2008 年、P53‐65。 

大きな国家戦略的には香港の返還前も含め、香港、

台湾は同胞であり、中国の一部であるというのが基

本的な考え方だと想定されるが、この外資誘致にお

いては、台湾や香港系企業というのは中外合弁企業

法の中国系とは認定されず、これらとの合弁という

のは外資企業法における外資系企業同士の合弁であ

ったということである。その点から考えると、100％
外資の独資企業が認められるようになって、はじめ

て 100％日系企業だけでやるのか、台湾系との 2 社

外資合弁にするのかといった議論になったというこ

とである。  
また、そういった中国の改革開放の段階的進展と

同様に中国への進出の位置づけも見逃せない要因で

ある。池島政広、唐恵秋の先行研究にもあったよう

に、日台アライアンスで有効なのが、立ち上げ時の

行政対応面と人事・労務管理面であり、営業面への

過度の期待は危険であるとすると、従来の日系企業

の中国への進出の位置づけとの関係が重要になって

くる。確かに、立ち上げ時の行政対応面や人事・労

務管理面を有利にするため、台湾に既に親密な取引

先や子会社をもっていた場合、日台アライアンスを

活用していたケースはあったのも事実である。しか

し、従来の日系企業の中国投資は、中国市場向けも

あったものの、コスト削減を目指し日本への逆輸入

を実施するといった言わば生産基地として進出した

ケースが多かったことから、台湾に既に足場のあっ

た企業以外までもが、まずは台湾との関係を構築し

て進出しようとまでしなかったものと考えられる。  
 更に、経済関係は進展していたとはいえ、中台の

政治関係の要素も見逃せない。国共内戦を経て、現

在の中台関係はスタートしており、加えて従来の国

民党政権から陳水扁の民進党へ政権が移行していた

期間においては台湾独立派とも言われ、政治的な問

題から、台湾への接近のしすぎは中国ビジネスにお

いては却ってマイナスになる危険性すらあるといっ

た見方もあったものと思われる。  
しかし、中国の外資誘致政策も、中国への投資目

的も、中台関係も大きく変化している。そういう意

味では日台アライアンスの本格的に活用すべき時期

は寧ろこれからにあるのではないのかというのが一

つ目のテーマである。 
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そして更に、日台企業間のアライアンスが有効で

あるのであれば、それを日系企業の人的資源管理に

活用できないかということが二つ目のテーマである。 
そこで、まず次章においては、最近大きく変化し

ている台湾と中国の関係を再考し、日台アライアン

スの今日的意義について検討していく。 
 
 
3. 台湾と中国の関係再考 
 台湾（中華民国）と中国（中華人民共和国）は、

国共内戦の後、分離し現在に至っているのはご存知

のとおりである。そこから中国と台湾は違ったルー

トを通じて経済発展して来ている。 

 中台で先に豊かになったのは台湾である。1950 年

代の農産品輸出と輸入代替産業のスタートにはじま

り、1960 年代には 1965 年に創設された保税加工区

である加工出口区（輸出加工区）がその後の中国等

発展途上国の外資誘致の代表的な例となる成功を実

現し、70 年代以降、家族主義的中小企業の活力を中

心とする台湾経済の発展はその後も順調に拡大し、

香港、シンガポール、韓国と並び NIES の一角を担い、

現在では世界に冠たるハイテク産業等を輩出してい

る。しかしながら台湾経済も経済の成熟とともに伸

び悩んでいることも事実である。  

 一方、1978 年以後の改革開放政策の成功もあり、

中国も大きく経済成長している。2010 年には日本を

追い抜き世界第 2 位の経済大国になる見込みであり、

世界 1 位の人口（13 億 45 百万人）を背景に更なる

発展が期待されているほか、サブプライム問題以後、

欧米を中心に経済が低迷する中、有力な市場として

の期待も大きい。 

国としての経済規模では、日本の九州と同じぐら

いの面積に 23 百万人が暮らす台湾と中国では、人口

で約 60 倍の差があり、経済規模も 7倍に広がってい

る。2009 年のリーマンショック以後の経済回復過程

においては日本同様に、台湾でも中国の恩恵は多分

に受けており、今後の台湾経済を語る上で中国経済

は切ってもきれない関係になっている。 

 

 

図 3－1 中国・台湾の GDP 推移 単位：10 億米㌦11 

 

 

図 3－2 中国・台湾の一人当り GDP 推移単位：米㌦12 

 

 但し、経済面においては、既に相当緊密な関係に

ある中国と台湾であるが、政治面等となるとなかな

か難しかったのが現実である。 

台湾と中国との往来については、1949 年 2 月、当

時の台湾側蒋介石国民党政権の警備総司令部により

中国共産党関係者の潜入や人口の過剰流入を防ぐた

め港や河口を閉鎖してから、実に 60 年以上が経過し

ている。その後台湾では蒋介石、蒋経国、李登輝、

陳水扁、そして馬英九と総統が変わり、その間に大

陸側中国・中華人民共和国も改革開放の下、経済成

長を実現し、今や中台関係は新たな時代を迎えよう

としている。  

 一昨年の 2008 年 5 月、8 年間続いた民進党の陳水

扁政権から国民党の馬英九政権に移行し、両岸関係

は大きく転換している。  

                                                        
11中華人民共和国国家統計局データ、台湾行政院主計

所データより作成。 
12同上、中国データの GDP は 8.2 人民元/米㌦、一人当

り GDP は 8.2 人民元/米㌦、6.0 人民元/米㌦換算。 
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 まず2008年5月に中国側胡錦涛国家主席と台湾側

呉伯雄国民党主席の国共トップ会談が実現した。こ

れは 1993 年第一回、1998 年第二回辜振甫海峡交流

基金会理事長、汪道涵海峡両岸関係協会会長の中台

会談以来の直接交渉が復活したことをしめすもので

ある。  

 更に 2008 年 6 月 11～13 日には、より本格交渉を

進めるため台湾側江丙坤海峡交流基金会理事長と中

国側陳雲林海峡両岸関係協会会長の第一次会談が実

施され、次に11月3～7日には第二次会談が行われ、

そして 2009 年 4 月 25 日第三次会談が開催されると

いう、将にどんどん懸案事項の解決に双方が進んだ

のである。 

 その中で、それまで実現できていなかった、中国

側観光客の受け入れや、2008 年 7 月 4 日からは中台

間の直行便の開始、そして拡大、更に 2009 年 6 月

30 日には大陸地区人民来台投資許可弁法が施行さ

れ、192 項目にわたり中国側企業の台湾への投資ま

で解禁される等、少し前では想像できなかったほど

大きく路線転換したのである。  

 2009 年 11 月には、金融分野の MOU（Memorandum of 

Understanding）も締結され、今後の金融分野の相互

開放の足場づくりが進められていると共に、2010 年

には現政権前には不可能とも言われていた中台間の

経済協力枠組協議（ECFA）の締結も目指し、更なる

経済的連携強化へ着実に進んでいる。 

 もちろん、政治関係の改善の前から台湾企業の中

国における活躍は目覚ましいものがある。中国にお

ける外資系企業の売上高トップはここ数年連続して、

パソコン等の OEM 生産を手がける鴻富錦精密工業

（深セン）が堅持しており、モトローラ、ノキア等

の携帯電話メーカー、VW、GM、トヨタ、ホンダ等の

自動車 メーカーをもおさえている。鴻富錦精密工業

（深セン）は台湾の鴻海精密工業の中国現法である。

鴻海精密工業（Foxconn）は 1974 年に郭台銘によっ

て設立された世界最大のＥＭＳ＝電子機器の受託生

産 (Electronics Manufacturing Service) を行うサービ

ス企業であり、現在では台湾最大の企業である。そ

の代表的な製品を見ても、アップルの i-pod 等、デ

ル、HP の PC、ソニー、任天堂のゲーム機器、ノキア、

モトローラの携帯等身の回りのＩＴ関連製品の多く

に浸透している。同社は 1993 年に中国に進出し、鴻

富錦精密工業（深セン）を設立する等、中国投資を

フルに活用し拡大しつつ、現在ではベトナム、東欧

等にまでネットワークは広がっている。 

  

表 3－1 中国外資企業トップ 20 社（2006 年）13 

 

1 鴻富錦精密工業（深セン）台湾 PC 周辺機器等 

2 摩托羅拉（中国）電子 米国 携帯電話等 

3 中海石油（中国） H 株 原油採掘等 

4 上海通用汽車  米国 自動車  

5 聯想国際信息産品（深セン）SPO PC 

6 華能国際電力  H 株 火力発電 

7 東風汽車     日本 自動車 

8 達豊（上海）電脳 台湾 ノート PC 

9 英順達科技     台湾 ノート PC 

10 一汽大衆銷售  ドイツ 自動車 

11 デル（中国）  米国 PC 

12 広州本田汽車  日本 自動車 

13 一汽大衆汽車  ドイツ 自動車 

14 楽金飛利浦液晶顕示（南京）韓・蘭 液晶 

15 馬鞍山鋼鉄  H 株 製鉄 

16 広州家楽食品  米国 クノール食品 

17 大連西太平洋石油化工 フランス 石油化学 

18 上海上汽大衆汽車銷售 ドイツ 自動車 

19 深セン富泰宏精密工業 台湾 携帯電話 

20 ノキア（中国）投資 フィンランド サービス 

  

 尚、2008 年の統計でも 1 位は変わらず、2 位はノ

キア通信、達豊は 6 位、英順達は 18 位、深セン富泰

宏 21 位。日本勢は一汽豊田 14 位、東風汽車 15 位、

広州本田 23 位となっている。 

また、上の表の上位 20 社だけを見ても、鴻富錦精

密工業（深セン）以外にもベスト 10 のうち 2 社が台

湾系企業であり、明らかに日系を凌ぐ活躍である。

達豊（上海）電脳はノート PC の世界最大の OEM メー

カーの広達集団（QUANTA、1988 年設立）が 2001

年に上海に設立した旗艦工場であり、英順達科

                                                        
13国際商報、中国進出企業一覧 上場企業編 2007－
2008 年版より作成。 
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技は英業達集団（INVENTEC、1975 年設立）が 1991

年に設立した現地法人である。 

また、外資売上の上位にはランクされていないも

のの、食品分野の活躍は特筆すべきものがある。そ

の代表が頂新グループと統一グループである。頂新

グループは将にアメリカンドリームならぬチャイニ

ーズドリームの代表と言っても過言ではないだろう。

1958 年台湾の彰化の中小食用油メーカーがスター

トだが、1989 年に大陸に進出、そして 1992 年に康

師傳としてカップラーメンを販売、中国全土に広げ

て行き、更に 1996 年には飲料や菓子の分野にも拡大、

1997年には台湾に凱旋し不振であった台湾第2位の

食品メーカー味全を買収し更に業容を拡大、現在で

は、即席麺の中国市場シェア 50％以上でもちろんト

ップの外、飲料や菓子でもトップクラスのシェアを

誇り、中国におけるトップクラスの総合食品メーカ

ーに成長している。また、当社の特徴は日本との合

弁分野が多いことである、即席麺等の康師傳には日

本のサンヨー食品が出資し、役員も派遣しているほ

か、2002 年に包括戦略提携を結んだ伊藤忠商事から

は 2008 年には統括会社に 20％の出資を仰ぎ、また

ファミリーマート、アサヒビール、吉野家、日本製

粉、カゴメ、敷島製パン等の各日系企業とも合弁で

中国展開を進めている。 

頂新グループと同様に中国で存在感を示している

のが統一グループ（Uni-President）である。統一は

1967 年台湾台南で創立した総合食品メーカーであ

り、将に製版複合体企業として発展して来ている。

イトーヨーカ堂が米国セブンイレブン社を買収する

前から台湾島内でセブンイレブンを展開しているほ

か、中国本土においてもローソン、ファミリーマー

トよりも遅れをとった上海地区のセブンイレブンの

展開は台湾の統一グループに委託されることが決定

している。またスターバックスの中国展開も進めて

いる等主力の食品以外の分野においても、その活躍

は際立っている。また日系企業との合弁プロジェク

トも多く、三菱商事、キリンビール、日清製油、キ

ッコーマン等も展開している。14 

                                                        
14朱炎『台湾企業に学ぶものが中国を制す』東洋経済、

2005 年、P132－142 等 

その外にも台湾企業の中国大陸における活躍は多

く、自動車部品産業等でも台湾での経験をもとに、

中国大陸においても日系完成車メーカーへおさめて

いる企業も多い。ますます中国市場に注目が集まる

中、こういった台湾系企業との提携、台湾活用型中

国投資の動きが、また注目されているのである。 

 

 

4. 台湾活用型中国投資と人的資源管理 
台湾活用型中国投資＝日台アライアンスのポイン

トとは、相互の優位点を補完することにある。黄祟

仁氏講演では以下のとおり（他に同様の分類多数）

整理されている。 

 

表 4－1 日台企業の相互補完関係15 

 

 日本企業の優位性     台湾企業の優位性  

 

   基礎研究         製品応用  

   優れた品質        コスト抑制  

 厳密なプランニング      素早い対応  

  世界的ブランド     中国市場での先発 

 

これを見るとよく解るように製品の開発力、品質、

ブランドに優位性のある日系企業と、その応用、コ

スト削減、そして中国市場での先発、販売力で優位

性のある台湾系企業においては、見事な補完関係を

生みだす要素が詰まっている。 

台湾とよく比較される韓国の場合、SAMSUNG、LG、

現代等世界を代表する企業グループを排出している

が、もちろん、これらの企業へ部品供給をしている

等で友好関係にある日系企業も多数存在するものの、

大きな捉え方で言えば、日系企業とは相互補完関係

にあると言うより、むしろ競合関係にあると言って

も良いだろう。 

しかし、台湾系企業の場合は上記のとおり、上手

い具合に補完関係が成り立ち、実際に提携している

ケースも多数存在する。 

                                                        
152004 年交流協会主催黄祟仁講演会、朱炎『台湾企業

に学ぶものが中国を制す』東洋経済、2005 年、P229。 
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また、台湾と韓国では戦前日本の統治下にあった

という点で共通しているものの、その戦後の歴史が

大きく違う。もちろん終戦直後においては日本から

解放されたという点で同じなのだが、南北に分かれ

てしまったという不幸な歴史はあるものの将に韓国

人の国となった韓国と戦後国共内戦に敗れた国民党

が台湾に流入し日本にとって代わった台湾では大き

な違いがあるのも頷ける。台湾の言葉に「犬が去っ

て豚が来た」という言葉がある。もちろん問題もあ

ったものの番犬のような日本人が去った後、ただ貪

り食う国民党が来たことを皮肉った言い方なのであ

る。もちろん戦後 65 年になり日本の教育を受けた世

代は一線から退いている人も多くなって来ている。

しかしながら、台湾においてはコンビニといえば地

場系もあるもののトップのセブンイレブンを 2 位の

日系のファミリーマートが追っかけている構図にな

っていて町中でもよく見かけるし、ファーストフー

ドでもマクドナルドと肩を並べるくらいの存在感を

日系のモスバーガーが見せている。また、自動車も

トヨタを先頭に日系企業が大多数を占めているし、

クーラーも日立等日系企業が活躍している。それに

何と言っても驚くのはテレビのコマーシャルを見て

いても日本語がそのまま使われ、中国語の字幕が流

されるようなものも多いという実態である。将に台

湾には日本の商品がそこかしこにあり、また日本の

文化を理解している人々がいるのである。 

2010 年 3 月 23 日発表された交流協会がニールセ

ンに委託して実施した好感度調査では、「最も好きな

国」に日本が 52％と過半数を超すレベルで選ばれ、

8％の米国、5％の中国を大きく凌いでいる。また、

台湾では高校生から第 2 外国語の勉強を始めるが、

その半数以上が日本語を選択しているというのであ

る。戦前世代以外にも対日関係重視というのが、台

湾であり、日本人もそのことをよく意識しておく必

要がある。 

こういった背景もあり日系企業と台湾系企業のア

ライアンスも多い。代表的なものでも前にふれた、

頂新とサンヨー食品、伊藤忠商事等、統一と三菱商

事、セブンアイ等、自動車部品関連（六和機械 G と

トヨタ等）やエレクトロニクス関連における OEM も

部品の調達等多数あげることができる。 

 ではアライアンス以外の方策は無いのか？先行研

究でも示したとおり、日台アライアンスに関する研

究は多い。伊藤は「急増する『台湾活用型対中投資』

－対中投資モデルとしての有効性」において、「『台

湾活用型中国投資』を採用すれば、対中投資が成功

するわけではない」と冷静に分析しつつ、その成功

のために、台湾活用型中国投資のデメリット・コス

トを合弁先や台湾子会社との意見調整コストとし、

学習の終焉を上回る経営資源の優位性に磨きをかけ

ることの重要性を説いた。16  
 また朱炎は「台湾企業に学ぶものが中国を制す－

中国市場を狙う日本企業の新たな戦略」で、中国で

活躍する台湾企業と中国の市場を狙いつつ苦戦する

日本企業の状況から、その活路を「日本企業にとっ

て、数十年の付き合いがある台湾企業は、共同事業

に馴染みがあるため、相互理解がしやすく、経営手

法、企業文化などの面において、中国企業より距離

が近い」17と指摘し、日台アライアンスの有効性を

示すと共に「日本、中国、台湾のビジネス・トライ

アングルが構築できれば、日本企業は経営戦略上で

より多くの選択肢を得ることができる」18と説いた

が、池島政広、唐恵秋は「日台企業アライアンスに

よる中国市場の開拓に関する実証研究」において、

台湾企業とアライアンスを組んで中国へ進出してい

る日本企業へのアンケート調査を通じて、日台アラ

イアンスで有効なのが、立ち上げ時の行政対応面と

人事・労務管理面であり、営業面への過度の期待は

危険であると説いている。19  
 では、この台湾の有効な資源を如何に活用して行

く方法があるのだろうか、その方法の一つに台湾系

                                                        
16伊藤信悟「急増する『台湾活用型対中投資』－対中

投資モデルとしての有効性」みずほ総合研究所、2004
年、P35‐36。 
17朱炎『台湾企業に学ぶものが中国を制す－中国市場

を狙う日本企業の新たな戦略』東洋経済新報社、2005
年、P229。 
18朱炎『台湾企業に学ぶものが中国を制す－中国市場

を狙う日本企業の新たな戦略』東洋経済新報社、2005
年、P258。 
19池島政広、唐恵秋「日台企業アライアンスによる中

国市場の開拓に関する実証研究」研究・技術計画学

会 2007 年年次学術大会講演要旨集、P736‐739。 
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企業の活用ではなく、台湾人の活用があるのではな

いだろうか。そうすることで、合弁における過大な

調整リスクを回避することが可能であるし、将に国

際化が遅れていると言われがちな日系企業の一つの

突破口になるのではないだろうか。日系企業の国際

化においては欧米人の役員の登用について実際にや

っと進められているが、これからの成長市場と言わ

れている割にはアジアの人々の役員登用については

話題になることが少ない。しかし、これからのグロ

ーバル戦略、現地化戦略を考える場合、アジアの人々、

特に台湾の人々の人的資源管理への活用についてし

っかり考える必要があるものと考えられる。 

国際人的資源管理の諸課題には以下のものがあげ

られ、台湾の活用による対応可能性についても整理

できるものと考えられる。下の表でも解るように、

もちろん本社のグローバル化がなかなか進んでいな

い日系企業の場合、そもそもの統合と分散の問題や

組織構造の問題、ガバナンスの問題、人事制度の問

題等単に台湾人を活用したからと言って越えられな

い課題が残るのも一方で事実として認めざるを得な

い。しかし、比較的日本の文化についての理解も深

い台湾人を活用することで、国際人的資源管理の諸

課題の基本ともいえる異文化適応の問題や海外派遣

者の問題、グローバル人材の問題は大きく前進する

ことが期待できると言えるのではないだろうか。特

に成長マーケットである中国については、多数の台

湾系企業が進出しており、台湾にある日系企業の台

湾人が中国へ赴任することも比較的受け入れやすい

素地もあると言って良いだろう。また、総じて台湾

の現地法人の方が中国の現地法人より歴史があるこ

とから、日系企業の文化も身につけている人を送り

込むことが可能である。もちろん中国マーケットに

おいて中国人を使いこなせることが一番良いことは

言うまでもない。しかしながら、急速にマーケット

が拡大していく中で優秀な中国人は取り合いになっ

ているのも事実であり、また、もちろん人によって

違うので一概には言えないものの、総じて中国人の

スタッフに日系企業の文化を体得してもらうことは

難しいことは中国におけるビジネス経験をもつ人で

あれば良く知られたことである。そういう意味でも

人的台湾活用型中国投資は国際人的資源管理の諸課

題を解決していく上で一つの有効な方法になりうる

ものと考えられる。 

 

表 4－2 国際人的資源管理の諸課題 

 

課題     台湾の活用効果 

 

・異文化適応の問題    →  対応可能  

・海外派遣者の問題    → 対応可能、要検討  

・現地採用人材の問題   →  要検討  

・グローバル人材の問題  →  対応可能  

・統合と分散の問題    →  要検討  

・組織構造の問題     →  要検討  

・ガバナンスの問題    →  要検討  

・人事制度上の問題    →  要検討  

 

実際にビジネスの世界で行われている例を見ても

概略以下のとおり整理することができるものと考え

られる。 

 

表 4－3 中国投資における台湾人の活用例 

 

・IBM は中国現法の NO2 に登用。欧米系企業ではこ

ういった華僑人材を活用するケースが多い。  

・日系企業でも台湾現法の子会社の要員を中国へ派

遣しているケース多数。  

・また台湾現法のトップが本社中国プロジェクトの

トップを兼ねているケースもある。  

・一方、進出台湾企業向け営業要員として派遣する

ケースもある。 

 

 IBM の例は日系企業のみならず欧米系企業でも中

国マーケット開拓の戦略として台湾人を活用してい

ることがわかる（因みにトップの董事長は香港人。

共にそれぞれの地元の IBM で長年の勤務経験を有す

る）。また、日系企業でも台湾から中国へ台湾人を派

遣しているケースは多く、その代表例としては台湾

ファミリーマートの董事長潘進丁氏は本社の常務執

行役員として中国事業も担当しているケース等があ

げられる。 

こういった台湾人の活用は急成長しているため不
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足になりがちな中国における管理職を補うのみなら

ず、グローバル人事の第一歩としてスタートするケ

ースも想定されるのである。 

もちろん現地の中国人に比べて人件費コストは高

くなるという現実もあり二の足を踏むケースもある

だろう。しかし、一方で高い人件費コストで本社か

ら中途半端な日本人を送り込むより、ずっと有効に

働くケースも多いことは忘れてはいけない。そうい

う点で海外派遣者の問題を解く一つの方策でもある

のである。  

合弁形式による台湾系企業とのアライアンスも多

数存在し、有効に機能しているケースも多い。しか

し合弁の難しさがあるのも事実であり、かつその方

法では日系企業の国際人的資源管理の向上は僅かし

かのぞめない。世界がグローバル化し、かつ成長マ

ーケットが中国やインドに広がる中、日系企業にと

って台湾人の活用は国際人的資源管理の向上の糸口

として有効な方法と考えられ、新しいグローバル社

会で戦って行くためにも、これからの日系企業にと

って重要なテーマの一つになってくるものと考えら

れる。 
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